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序序章章  背背景景・・現現状状等等  

 

計画策定の背景 

 

１ 計画の背景及び目的   

 

高齢化社会の進展に伴い、疾病に占める生活習慣病の割合が年々増加しており、

がん・心疾患・脳血管疾患の生活習慣病が、医療費の約３割を超え、死因の約６割

を占める状況のなか、国民皆保険を堅持し続けるためには、生活の質の維持及び向

上を確保しつつ、医療費の過度の増大を防ぐとともに、良質かつ適切な医療を効率

的に提供する体制の確保を図っていく必要があります。 

国では、医療制度を将来にわたって持続可能なものとしていくため、平成１８年

に医療制度改革を行い、生活習慣病を中心とした疾病予防に重点的に取組むことと

し、また、医療保険者自ら健康診査及び保健指導の充実を図る観点から、「高齢者の

医療の確保に関する法律」（昭和５７年法律第８０号）において、医療保険者に、被

保険者に対する特定健康診査及び特定保健指導の実施を義務付けました。 

本市では、平成２０年度から平成２４年度までを第一期とした特定健康診査等実

施計画に基づき、本市国民健康保険被保険者に対し、メタボリックシンドローム（内

臓脂肪症候群）に着目した特定健康診査及び特定保健指導を実施してきましたが、

第一期計画の実施状況を踏まえつつ、現状における課題を把握し、特定健康診査に

よる疾病予防及び生活習慣を改善するための特定保健指導を、生活習慣病対策とし

て効率的・効果的かつ着実に実施するため、平成２５年度から平成２９年度までの

実施方針となる第二期特定健康診査等実施計画を策定するものです。 
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２ メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）に着目する意義  

 

平成１７年 4 月に、日本内科学会等内科系８学会が合同でメタボリックシンドロ

ームの疾患概念と診断基準を示しました。 

 

これは、内臓脂肪型肥満を共通の要因として、高血糖、脂質異常、高血圧を呈す

る病態であり、それぞれが重複した場合は、虚血性心疾患、脳血管疾患等の発症リ

スクが高く、内臓脂肪を減少させることでそれらの発症リスクの低減が図られると

いう考え方を基本としています。 

 

 メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）の概念を導入することにより、内

臓脂肪の蓄積、体重増加が血糖や中性脂肪、血圧などの上昇をもたらすとともに、

様々な形で血管を損傷し、動脈硬化を引き起こし、心疾患、脳血管疾患、人工透析

の必要な腎不全などに至る原因となることを詳細にデータで示すことができるため、

健診受診者にとって、生活習慣と健診結果、疾病発症との関係が理解しやすく、生

活習慣の改善に向けての明確な動機づけができるようになると考えられます。 

 

 

メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）を標的とした対策が有効 

と考えられる３つの根拠 
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３ メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）に着目した生活習慣病予防

のための特定健康診査・特定保健指導の基本的な考え方 

 

 

 これまでの 

健康診査・保健指導 

これからの 

健康診査・保健指導 

健診と指

導の関係 

健診に付加した保健指

導 

内臓脂肪型肥満に着目した生活習慣病予防のため

の保健指導を必要とする者を抽出する健診 

 

特徴 プロセス（過程）重視

の保健指導 

結果を出す保健指導 

目的 個別疾患の早期発見・

早期治療 

内蔵脂肪型肥満に着目した早期介入・行動変容 

 

リスクの重複がある対象者に対し、医師、保健師、

管理栄養士等が早期に介入し、行動変容につなが

る保健指導を行う。 

 

内容 健診結果の伝達、理想

的な生活習慣に係る一

般的な情報提供 

自己選択と行動変容 

対象者が代謝等の身体のメカニズムと生活習慣と

の関係を理解し、生活習慣の改善を自らが選択し、

行動変容につなげる。 

 

保健 

指導の対

象者 

健診結果で「要指導」

と指摘され、健康教育

等の保健事業に参加し

た者 

健診受診者全員に対し、必要度に応じ、階層化さ

れた保健指導を提供 

 

リスクに基づく優先順位をつけ、保健指導の必要

性に応じて「情報提供」「動機付け支援」「積極的

支援」を行う。 

 

 

方法 一時点の健診結果のみ

に基づく保健指導 

 

画一的な保健指導 

 

健診結果の経年変化及び将来予測を踏まえた保健

指導 

 

データ分析等を通じて集団としての健康課題を設

定し、目標に沿った保険指導を計画的に実施。 

個々人の健診結果を読み解くとともに、ライフス

タイルを考慮した保健指導 

 

評価 アウトプット 

（事業実施量）評価 

実施回数や参加人数 

 

アウトカム（結果）評価  

メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）該当者及

び予備群者の２５％減少 

※保険者ごとの目標としない。 

実施 

主体 
市町村 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医療保険者 

最

新

の

科

学

的

知

識

と

課

題

抽

出

の

た

め

の

分

析

行

動

変

容

を

促

す

手

法 
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４ 計画の性格 

この計画は、「高齢者の医療の確保に関する法律」第１9 条に基づき、保険者が策

定するものであり、国の「特定健康診査等基本指針」を踏まえるとともに、青森県

医療費適正化計画及び健康増進法第９条に規定する健康診査等指針に定める内容等

と十分な整合を図りながら、４０歳以上の国民健康保険被保険者を対象に特定健康

診査等を実施することにより、健康で長寿であることの実現に資するものです。 

 

５ 生活習慣病対策 

生活習慣病を中心とした疾病予防を重視し、次の事項に重点をおいて実施します。 

（１）特定健康診査未受診者対策 

特定健康診査未受診者に対する効果的な受診勧奨の実施 

 

（２）特定保健指導未利用者対策 

特定保健指導未利用者に対する積極的な利用勧奨の実施 

 

（３）特定健康診査及び特定保健指導の実施結果データの分析 

健診結果等のデータ蓄積及び分析による効果の評価 

 

 ※受診勧奨及び利用勧奨の実施については、第５章の２特定健康診査等を実施する趣旨の

普及啓発及び受診勧奨（P31）を参照。 

 

６ 計画の期間 

平成２５年度から平成２９年度までの５年間 

  

・第一期特定健康診査等実施計画 平成２０年度～平成２４年度 

 ・第二期特定健康診査等実施計画 平成２５年度～平成２９年度 
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本市の現状と課題 

１ 人口動態 

（１）人口構成 

本市の人口は、平成１８年３月末日時点の住民基本台帳による集計では 313,733

人でありましたが年々減少し、平成２４年３月末日時点では 300,778 人で、男性が

140,347 人、女性が 160,431 人となっており、その年齢階層別構成は次のとおり

です。 

 

 

（２）出生と死亡 

   本市の出生数は、近年減少傾向にありますが、死亡数は増加傾向にあり、その差は

大きくなっています。性別では、出生数に男女差はありませんが、死亡数では男性が

女性を上回っています。 
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（３）死因別死亡数 

   本市の原因別による死亡者数は、約３０％を占める悪性新生物による死亡が最も多

く、次いで約１７％を占める心疾患、約１３％を占める脳血管疾患の順となっており、

この３疾病が死亡者全体の約６０％を占め、いずれも増加傾向にあります。 

 

 

（４）高齢化率の推移 

   本市における人口に占める６５歳以上の方の人口割合である高齢化率は、平成２４

年３月末日時点で 24.08％となっており、高齢化社会の目安といわれる１４％を１０

ポイント程度上回るとともに、年々増加傾向にあります。 

 

※「高齢化率」とは、人口に占める 65 歳以上の方の人口割合で、その割合が 14％以上の状況になった社会を

「高齢社会」という。 

悪性新生物 30.7％ 

心疾患   17.1％ 

脳血管疾患 12.9％ 

 

３疾病合計 60.7％ 
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２ 国民健康保険被保険者の医療費について 

（１）国民健康保険被保険者の医療費の推移 

   本市の国民健康保険被保険者数は、人口減少と同様に減少傾向にあるものの、医療

費全体及び１人当たり医療費がともに平成２０年度から平成２３年度にかけて増加傾

向にあるため、疾病の早期発見・早期治療による重症化予防などの生活習慣病対策で

ある特定健康診査等の効果的な実施が必要となっています。 

 

 
 

（２）悪性新生物・心疾患・脳血管疾患の年度別医療費の推移 

   本市における死因の約６割を占める３疾病の年度別医療費では、悪性新生物が増加

傾向にあるものの、心疾患と脳血管疾患が減少傾向にあります。３疾病全体の医療費

では、増加傾向にあります。 
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（３）悪性新生物・心疾患・脳血管疾患の年度別レセプト件数 

   本市国民健康保険被保険者の年度別３疾病レセプト件数では、悪性新生物が横ばい

であるものの、心疾患と脳血管疾患で減少傾向にあります。 

 

 
 

（４）悪性新生物等の疾病別医療費の状況 

   平成２０年度から平成２３年度にかけては、白血病が減少傾向にあるものの、その

他では横ばい若しくは増加傾向にあります。 

 
（５）心疾患及び脳血管疾患の疾病別医療費の状況 

   虚血性心疾患では、年度ごとに減少傾向にあるものの、他の疾患に比べて高額の状

態を維持しています。その他の心疾患や脳血管疾患では横ばい若しくは増加傾向にあ

ります。 
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（６）高血圧症及び糖尿病やその他の内分泌代謝性疾患の年度別医療費の推移 

   高血圧症及び糖尿病やその他の内分泌代謝性疾患の医療費は、虚血性心疾患等と比

較して高額となっていますが、糖尿病やその他の内分泌代謝性疾患では、年度により

ばらつきがみられるものの、減少傾向にあり、高血圧症は、横ばいで推移しています。 

 

 

 

（７）高血圧症及び糖尿病やその他の内分泌代謝性疾患の年度別レセプト件数 
   高血圧症及び糖尿病やその他の内分泌代謝性疾患の年度別レセプト件数は、高血圧

症が増加傾向にありますが、糖尿病やその他の内分泌代謝性疾患では、年度によりば

らつきがあるものの、平成２０年度と平成２３年度を比較した場合では、減少してい

ます。 
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３ 第一期計画における特定健康診査等の実施状況 

（１）特定健康診査受診率実績 

本市の特定健康診査受診率は、青森県内における平均値を各年度で上回っているも

のの、事業開始の平成２０年度から３１％程度で推移しており、横ばいの状況が続い

ています。男女別では、全ての年度で男性より女性の受診率が高いことから、女性に

比べ男性の健康意識が低い結果となっています。これまでも、様々な受診勧奨の取組

みを実施してきましたが、受診率の向上に至っておらず、効果的な未受診者対策が必

要となっています。 
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（２）特定保健指導実施率実績 

特定保健指導実施率は、平成２１年度及び平成２２年度において、特定健康診査等

実施計画に掲げる年度目標値を達成していましたが、平成２３年度は、年度目標値４

０％を下回っていることから、効果的な未利用者対策が必要となっています。男女別

では、特定健康診査受診率と同様に男性の利用が低く、女性の利用が高い結果となっ

ていることから、男性利用者の実施率向上が課題となっています。 
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（３）特定健康診査及び特定保健指導の年齢階層別受診者数・受診率等 

   平成２０年度から平成２３年度までの４年間の平均値による年齢階層別受診率では、

特定健康診査及び特定保健指導のどちらにおいても、年齢を重ねるごとに受診率が上

がっており、４０－４４歳と７０－７４歳で比較した場合、特定健康診査受診率では

３8.３ポイント、特定保健指導では 31.5 ポイントの差が生じており、６０歳以上と

比較し、４０歳代・５０歳代の受診率の低さが浮き彫りとなっています。 

 

 

（４）特定健康診査受診方法別受診者数 

    特定健康診査の集団健診は、公益財団法人青森県総合健診センターほか、各市民

センター、福祉館等で実施していますが、各年度とも全受診者数の約１割強となっ

ています。平成２４年度から、集団健診を４０歳以上の全年齢を対象として実施し

ており、多くの方が受診できるよう環境を整えたことにより、集団健診受診者の増

加が見込まれます。 
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（５）特定健康診査受診者のメタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群） 

該当者及び予備群者数・割合 

特定健康診査受診者のメタボリックシンドローム該当者及び予備群者の年齢階層別

人数及び割合では、年齢が高くなるにつれて受診者数が増加していることから、該当

者及び予備群者数も増加していますが、割合では、各年度とも年齢を重ねるごとに増

加しており、６５歳以上から約３０％となっています。内臓脂肪の蓄積による体重増

加が、血糖や中性脂肪、血圧の上昇をもたらし、生活習慣病の要因となることから、

生活習慣の改善に向けた特定保健指導を多くの方に利用していただくよう勧奨活動を

行っていく必要があります。 
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（６）特定健康診査受診者の薬服用者数・割合 

特定健康診査受診者で高血圧・脂質異常・高血糖の薬を服用している方の人数及び

割合では、どちらも増加傾向となっており、脂質異常症については、平成２０年度と

平成２３年度を比較した場合５ポイント程度の伸びを示しています。 

 

 

 

（７）メタボリックシンドロームに関し改善が必要な有所見者割合 

性別でみると、男性では、腹囲、中性脂肪、ALT、血糖、HbA1c、収縮期血圧、

拡張期血圧、クレアチニンが高く、女性では、HbA1c、収縮期血圧、LDL が高い

傾向があります。年代別にみると、男性は、中性脂肪、ALT は 40 代・50 代から

高くなっており、男女ともに HbA1c、収縮期血圧、心電図は年代が上がるにつれ

て高くなる傾向となっています。 
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 ＜特定健康診査受診者（男性）有所見者割合＞ 

 

 

  

＜特定健康診査受診者（女性）有所見者割合＞ 
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４ 本市の特徴 

 

（１）人口動態及び死因等 

   本市の人口は、年々減少しており、死亡数が出生数を上回っています。 

また、死亡数を原因別にみると、悪性新生物、心疾患、脳血管疾患による死亡

が多く、死因の約６割を占めています。 

 

（２）国民健康保険被保険者の医療費の推移 

医療費の推移では、医療費全体及び１人当たり医療費がともに増加傾向にあり、

疾病別では悪性新生物の医療費が増加傾向にあるものの、心疾患、脳血管疾患に

ついては、平成２０年度と平成２３年度の比較では減少しています。 

また、高血圧症及び糖尿病やその他の内分泌代謝性疾患の医療費は、高い水準

で推移しており、高血圧症は横ばいとなっていますが、糖尿病やその他の内分泌

代謝性疾患では減少傾向にあります。 

 

（３）第一期計画における特定健康診査等の実施状況 

平成２０年度から平成２３年度までの特定健康診査及び特定保健指導の実施状

況からは、６０歳未満の受診率及び実施率が非常に低いことが顕著であり、働く

世代の特に男性に対する健康意識の啓発が特に必要であることが浮き彫りとなっ

ています。 

特定健康診査受診者のメタボリックシンドローム該当者・予備群者割合では、

６０歳以上から高い割合を示し、６５歳以上では約３０％の方が、メタボリック

シンドロームの該当者または予備群と判定されています。メタボリックシンドロ

ームに関し改善が必要な有所見者割合では、女性よりも男性の割合が高く、男性

の方は４０歳代から高い割合を示しています。 

 

５ 課題 

 市民の生命及び健康に重大な影響を及ぼしている悪性新生物、心疾患、脳血管

疾患は、多くが生活習慣に起因する高血圧・高脂質・高血糖による疾病の重症化

であることから、生活習慣病対策として実施している特定健康診査の受診者数を

増加させることは、疾病予防のために有効ですが、第一期計画における特定健康

診査の受診者数は伸びておらず、低受診率で横ばいとなっている状況にあり、未

受診者対策の強化が喫緊の課題となっています。 

 

また、特定保健指導にあっては、対象者となられた方について、生活改善に向

けたきめ細かい保健指導を実施することで、疾病予防対策を進めていかなければ

なりませんが、未利用者も多く、利用勧奨に向けた取組みの強化が課題となって

います。 

 

本市では、これらの生活習慣病対策を重視した特定健康診査及び特定保健指導

を効果的に実施し、個々の被保険者の健康の保持増進を積極的に働きかけること

で、増大化する医療費の適正化を図る必要があります。 
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（参考）第一期計画における目標及び実績 

 

特定健康診査受診率 特定保健指導実施率 
区分 

目標 実績 目標 実績 

20 年度 35％ 31.7％ 20％ 12.2％ 

21 年度 45％ 30.5％ 30％ 33.6％ 

22 年度 55％ 31.6％ 35％ 36.2％ 

23 年度 60％ 31.9％ 40％ 26.4％ 

24 年度 65％ --- 45％ --- 

  ※平成２４年度実績については、平成２５年１１月確定の見込みです。 
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第第１１章章  目目標標  

１ 特定健康診査等基本指針に掲げる実施率目標値 

 

第一期目標 第二期目標 
  項目 

平成２４年度の目標 平成２９年度の目標 

特定健康診査受診率 ６５％ ６０% 

特定保健指導実施率 ４５％ ６０％ 

メタボリックシンド 

ロームの該当者及び 

予備群の減少率 

１０％ 

（平成２０年度比） 

（平成２７年度に２５％減少） 

２５％  

※保険者ごとの目標とは 

しないが、保険者の実績 

を検証するための指標と 

して活用することを推奨 

   ※平成２５年度から平成２９年度までのメタボリックシンドロームの該当者及び予備群の減少率目標につい

ては、従来の特定保健指導対象者の減少率ではなく、内科系８学会の基準によるメタボリックシンドローム

の該当者及び予備群の減少率とする。  

 

２ 青森市国民健康保険の目標値 

「特定健康診査等基本指針」に掲げる目標値をもとに、青森市国民健康保険におけ

る特定健康診査等にかかる受診率等の目標値を下記のとおり設定します。 

 

＜各年次目標＞ 

区分 特定健康診査受診率 特定保健指導実施率 

平成２５年度 ４０％ ４０％ 

平成２６年度 ４５％ ４５％ 

平成２７年度 ５０％ ５０％ 

平成２８年度 ５５％ ５５％ 

平成２９年度 ６０％ ６０％ 

  ※メタボリックシンドロームの該当者及び予備群の減少率における目標値である２５％は、実施

結果の検証時に指標として活用する。 

 

３ 後期高齢者支援金の加算減算制度 

後期高齢者支援金の加算減算制度とは、後期高齢者の医療費の適正化に資する、

保険者による生活習慣病予防のための取組みである特定健康診査及び特定保健指導

の実施率目標値にかかる達成状況に応じて、後期高齢者支援金の加算減算を行う制

度です。 
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第第２２章章  対対象象者者数数      

 

１ 本市国民健康保険被保険者の年齢構成 

本市の国民健康保険被保険者数は、平成２４年３月末日時点で 81,376 人となって

おり、本市人口の約２７％を占めています。また、特定健康診査の対象となる４０歳

以上の被保者数は、58,628 人で国民健康保険被保険者総数の約７２％を占めていま

す。 

 

 

 

２ 本市国民健康保険被保険者数の推移 

   本市の国民健康保険年間平均被保険者数は、平成２０年度から毎年減少している状

況にあり、平成２０年度の 84,460 人から平成２３年度の４年間では 1,769 人が減

少し、１年間あたりの平均では５９０人の減少となっています。 
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３ 対象者の定義 

 

（１）特定健康診査の対象者 

   本市に住所を有する４０歳から７４歳の国民健康保険被保険者の方 

 

（２）特定保健指導の対象者 

   特定健康診査の結果、腹囲またはＢＭＩに加えて、血糖、血圧、脂質が基準を超え

た方で、喫煙の有無を含めたリスクの多少により、動機付け支援または積極的支援の

対象者となります。ただし、糖尿病、高血圧症、脂質異常症の治療にかかる薬剤を服

用している方は除外されます。 

 

４ 特定健康診査及び特定保健指導対象者数の推移及び第二期計画における対

象者数の見込み（推計値） 

  本市の国民健康保険被保険者数は減少傾向にあるものの、特定健康診査及び特定保健

指導の対象者数は、平成２０年度から横ばい傾向にあることから、平成２５年度以降の

対象者数の見込みは、平成２０年度から平成２３年度までの４年間における対象者数の

平均をそれぞれ見込むこととします。 

 

  

＜第二期計画における対象者数の見込み（推計値）＞ 

対象者数の見込み 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 

H2０－H23 の 

４年間における 

平均対象者数 

特定健康診査の 

対象者数（人） 
54,618 54,314 54,109 54,312 54,340

特定保健指導の 

対象者数（人） 
1,971 1,593 1,557 1,499 1,660

  ※対象者数は、実施年度の一年間を通じて国民健康保険に加入している人数から、長期入院等の除外対象者を除

いた数。 

 ※平均対象者数は、端数調整後の数値。   
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５ 第二期計画における受診者数及び利用者数の推計値 

 

（１）推計対象者数による推計受診者数及び利用者数 

区分 
特定健康診査 

受診率目標値 

特定健康診査 

受診者数推計値

特定保健指導 

実施率目標値 

特定保健指導 

利用者数推計値

平成２５年度 ４０％ 21,736 人 ４０％ 664 人 

平成２６年度 ４５％ 24,453 人 ４５％ 747 人 

平成２７年度 ５０％ 27,170 人 ５０％ 830 人 

平成２８年度 ５５％ 29,887 人 ５５％ 913 人 

平成２９年度 ６０％ 32,604 人 ６０％ 996 人 

 

（２）本市国民健康保険被保険者に占める特別徴収による市民税の納税者数 

    労働安全衛生法や学校保健法等の他の法令に基づく健康診査の対象者は、市民税を

特別徴収により納税している方が多いと考えられ、その人数は、平成２４年１０月１

日時点で、3,350 人となっています。受診結果の受領にあたっては、受診者からの

結果提供のほか、可能な限り受領に努めます。 
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（参考） 年齢階層別平均対象者数・受診者（利用者）数・受診（実施）率 

（１）特定健康診査における平成２０～２３年度の平均対象者数及び受診者数 

 

 

 （２）特定保健指導における平成２０～２３年度の平均対象者数及び利用者数 

 

 

 （３）特定健康診査における平成２０～２３年度の平均性別・年齢別対象者数 

及び受診者数 
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第第３３章章  実実施施方方法法  

 

１ 特定健康診査の実施 

 

（１）特定健康診査の健診項目 

ア 基本的な健診の項目 

  質問項目（服薬歴、既往歴、生活習慣に関する項目）、身体計測（身長、体

重、BＭＩ、腹囲）、血圧、診察（視診、触診、打聴診等理学的所見）、血中

脂質（中性脂肪、ＨＤＬコレステロール、ＬＤＬコレステロール）、肝機能検

査〔ＡＳT(ＧＯＴ)、ＡＬＴ(ＧＰＴ)、γ―ＧTＰ〕、血糖検査（空腹時血糖、

ＨｂＡ１ｃ検査）、尿検査（尿糖、尿蛋白）、貧血検査（赤血球数、白血球数、

血色素量、ヘマトクリット値）、心電図検査 

イ 詳細な健診の項目 

  眼底検査 

ウ 追加する健診の項目 

  腎機能検査（クレアチニン検査） 

※医師が必要と判断した場合に実施する。 

 

（２）実施場所及び期間 

・年度当初に当該年度分を決定し、市の広報等で周知を図ります。 

・特定健康診査受診券送付時に実施場所等の案内書を同封し、再度周知を図り

ます。 

・実施期間は、特定健康診査受診券を送付する４月下旬から次の年の３月３１

日までとします。 

 

（３）健診の実施及び案内方法 

     健診の実施は、対象者に特定健康診査受診券を送付し、その特定健康診査

受診券で受診することとし、その案内は、特定健康診査受診券を対象者に送

付することにより行います。 

 

（４）国保一日人間ドック受診者について 

     本市が実施する国保一日ドック助成事業において、人間ドックを受診され

る方については、特定健康診査を受診する必要はなく、特定健康診査を受診

したものとしてみなします。受診結果についても、特定健康診査受診者と同

様に国保医療年金課において、管理・保管していきます。 

（特定健康診査と国保一日人間ドックのいずれかを選択して受診） 

 

 （５）事業主健診等の結果受領 

     事業主及び受診者本人からの健診結果データは、受領方法などを事業主等

と協議調整のうえ、可能な限り受領に努めます。 
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２ 特定保健指導の実施 

 

（１）特定保健指導の内容 

 

 

      

           リスクが 

 重なりだした段階 

                              

                     

階層化の実   施（自動判定） リスクが 

                       出現しはじめた段階 

  

                健診受診者全員 

   結果通知            

               

*リスクとは高血圧・脂質異常症・糖尿病・喫煙歴等 

          

（２）特定保健指導対象者の選定と階層化 

 ＜階層化の方法＞ 

  特定健康診査の結果に基づいて次の手順で選定します。 

 

  

   

  

 

男性・・・  

85cm 以上 

女性・・・ 

90cm 以上  

 

  

上記以外で  

BMI25 以上 

  

 

   

 

 

 

 

 

40 歳～   65 歳 

64歳  ～74歳

  対  象

積極的支援 

動機付け支援 

結  果  通  知 

特定健康診査 特定保健指導 

情 報 提 供 

腹囲 

２つ以上該当

あり 

なし 

追加リスク

①血糖 ②脂質 

③血圧 

喫煙歴

1 つ該当

1 つ該当

２つ該当

3 つ該当

なし 

あり 

 
 
 
 
動機付け支援 

積極的 

支援 

 
 
 
 
動機付け支援 

積極的 

支援 

＊ BMI＝体重（㎏）÷身長（ｍ）÷身長（ｍ） 

＊ 血糖：空腹時血糖 100mg/ｄｌ以上又はＨｂＡ１ｃ（ＮＧＳＰ値）5.6％以上 

＊ 脂質：中性脂肪 150mg/ｄｌ以上又は HDL コレステロール 40mg/ｄｌ未満 

＊ 血圧：収縮期血圧 130ｍｍＨg 以上又は拡張期血圧 85ｍｍＨg 以上 

 

階層化の実施（自動判定）

特定健康診査の実施 
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（３）選定の際の優先順位の考え方 

 

＜特定保健指導対象者の重点化＞ 

次の事項に該当する方とし、そのうち、生活習慣病の予防のために特に必

要と思われる方を優先して対象とします。 

 

 ア 年齢が若い対象者 

 イ 健診結果が前年度に比較し、悪化している対象者 

 ウ 前年度の対象者で保健指導を利用しなかった方 

 エ 生活習慣病改善の必要性が高い方 

 オ 疾病リスクの高い方 

 

（血糖・脂質・血圧で服薬中の方については、医療機関で指導を受けるので、

特定保健指導の対象としません。） 

 

（４）実施場所及び期間 

・特定保健指導利用券送付時に実施場所等の案内書を同封し、周知を図ります。 

 

（５）特定保健指導の具体的な内容 

保健指導は、対象となる方の健康診査結果と生活習慣を基盤とし、自らの生

活習慣における問題点に気づき、健康的な行動変容の方向性を自らが導き出せ

るように支援することとし、保健指導の必要性に応じ、次のように区分して行

います。 

 

Ⅰ 情報提供 

 

ア 目的 

対象者が健診結果から、自らの身体状況を認識するとともに、生活習慣

を見直すきっかけとします。 

イ 対象者 

健診受診者全員を対象とします。 

ウ 支援頻度・期間 

年１回健診結果と同時に実施します。 

エ 支援内容 

健康診査結果と同時に、対象者の方に合わせた次のような情報提供を行

います。 

○健診結果の見方と生活習慣病について 

○健康の保持増進に役立つ情報 

○身近で活用できる社会資源の情報 
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Ⅱ 動機付け支援 

 

ア 目的 

対象者への個別支援又はグループ支援により、対象者が自らの生活習

慣を振り返り、行動目標を立てることができるとともに、保健指導終了

後、対象者がすぐに実践（行動）に移り、その生活が継続できることを

目指します。 

イ 対象者 

健診結果や質問票から、生活習慣の改善が必要と判断されたもので生

活習慣を変えるにあたって、意思決定の支援が必要な者を対象とします。 

ウ 支援頻度・期間 

原則１回の支援とします。 

エ 支援内容 

①初回面接 

１人２０分以上の個別面接又は１グループ（８名以内）８０分以上の

グループ面接により、次の支援を行います。 

    ○ 生活習慣と健診結果の関係の理解や生活習慣の振り返り、メタボ

リックシンドロームや生活習慣病に関する知識と対象者の生活が及

ぼす影響及び生活習慣の改善の必要性を説明します。 

    ○ 生活習慣を改善するメリット及び現在の生活を継続することのリ

スクを説明します。 

    ○ 体重・腹囲の測定方法や栄養・運動等の生活習慣の改善に必要な

目安等を具体的に支援します。 

    ○ 対象者と行動目標・行動計画を作成し、目標の評価時期の設定と

必要な社会資源等の活用を支援します。 

②６ヶ月後の評価 

個別面接、グループ面接、電話やｅ－ｍａｉｌ等により、身体状況や

生活習慣に変化が見られたかについて確認します。 

 

Ⅲ 積極的支援 

 

ア 目的 

「動機付け支援」に加えて、定期的・継続的な支援により、対象者が

自らの生活習慣を振り返り、行動目標を設定し、目標達成に向けた実践

（行動）に取り組みながら、支援プログラム終了後には、その生活が継

続できることを目指します。 

イ 対象者 

   健診結果や質問票から、生活習慣の改善が必要と判断されたかたで、

そのために専門職による継続的できめ細やかな支援が必要なかたを対象

とします。 

ウ 支援頻度・期間 

   3 ヶ月以上の継続的な支援を行います。 
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エ 支援内容 

     ①初回面接 

１人２０分以上の個別面接又は１グループ（８名以内）８０分以上の

グループ面接により、次の支援を行います。 

○生活習慣と健診結果の関係の理解や生活習慣の振り返り、メタボリ

ックシンドロームや生活習慣病に関する知識と対象者の生活が及ぼ

す影響及び生活習慣の改善の必要性を説明します。 

○生活習慣を改善するメリット及び現在の生活を継続することのリス

クを説明します。 

○体重・腹囲の測定方法や栄養・運動等の生活習慣の改善に必要な目

安等を具体的に支援します。 

○対象者と行動目標・行動計画を作成し、目標の評価時期の設定と必

要な社会資源等の活用を支援します。 

②３ヶ月以上の継続的な支援及び中間評価 

    初回面接後、３ヶ月以上継続的に個別面接、グループ面接、電話やｅ

－ｍａｉｌ等により、次のような支援を行います。 

また 、３ヶ月経過した時点で取り組んでいる実践と結果についての

評価と再アセスメントを行い、必要に応じて改めて行動目標や計画の設

定を行います。 

○初回面接以降の生活習慣の状況を確認します。 

○栄養・運動等の生活習慣の改善に必要な支援をするとともに必要に

応じて行動維持の推奨を行います。 

③６ヶ月後の評価 

    個別面接、グループ面接、電話やｅ－ｍａｉｌ等により、身体状況や

生活習慣に変化が見られたかについて確認します。 

 

３ 実施体制 

医療保険者による生活習慣病対策、予防重視の基本的な考え方のもと、特定健

康診査の実施にあたっては、青森市医師会及び特定健康診査実施機関と連携し、

受診しやすい環境の整備に努めるとともに、特定保健指導にあっては、実施に必

要な保健師等を確保するとともに、医師や管理栄養士等の専門家と協力・連携す

ることにより、特定健康診査受診率及び特定保健指導実施率の向上を図ります。 

   

  ＜重点項目＞ 

 

・特定健康診査 青森市医師会及び特定健康診査実施機関との連携の強化 

   

・特定保健指導 医師、管理栄養士等の専門家との連携の強化 
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４ 特定健康診査及び特定保健指導の委託 

 

（１）委託先 

 

ア 委託先選定基準 

①健康診査及び保健指導を適切に実施するために、必要な施設及び設備を

有していること。 

②検査、診察及び保健指導を行う際、受診者のプライバシーが十分に保護

される施設（部屋）が確保されていること。 

③救急時における応急処置のための体制を整えていること。 

④健康増進法（平成１４年法律第１０３号）第２５条に定める受動喫煙の

防止措置が講じられていること。 

（医療機関においては、患者の特性に配慮すること） 

⑤健康診査及び指導結果を定められた電子標準様式により電磁的方式で提

出すること。 

⑥保健指導については、受託事業所等の管理者は、医師、保健師、管理栄

養士で、かつ保健指導の実施率を上げるよう取り組むこと。 

    

イ 保健指導実施機関リスト 

 当該年度分を決定後、対象者への個別通知等で周知を図ります。 

 

（２）委託の契約方法等 

 

契約書には次の事項を盛り込みます。 

・ 業務の趣旨、公共性の尊重 

・ 委託業務の範囲、内容 

・ 業務責任者の配置 

・ 契約締結後の業務範囲の変更に関する対応 

・ 打合せ会議等への出席義務 

・ 個人情報保護、秘密保持に係る責務 

・ 再委託に関する事項 

・ 事故発生時の対応 

・ 問題が発生したときの事業者の対応義務 

・ 損害賠償請求 

・ 遅延利息 

・ 費用及び支払 

・ 契約解除の条件 
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５ 年間・月間スケジュール 

（１）年間スケジュール 

実施時期 実施内容 

業務委託契約の締結 
年度当初 

特定健康診査受診券及び受診案内チラシの発送 

実績報告（前年度実施結果の集計・検証・評価） 
年度前半 

前年度の実施結果検証及び評価 

市内全町会へ案内チラシを回覧 

次年度の実施へ向けた調整（当初予算要求） 

特定健康診査未受診者に対する受診勧奨ハガキを個別送付 
年度中盤 

特定健康診査未受診者に対する電話勧奨 

特定健康診査受診券及び受診案内チラシの作成 
年度後半 

業務委託契約締結準備 

 

 （２）月間スケジュール 

種 別 実施内容 

特定健康診査 委託料支払事務、受診券再発行 

特定保健指導 委託料支払事務、階層化、特定保健指導利用券の発送 

 

 

６ 特定健康診査及び特定保健指導結果の保存 

（１）特定健康診査及び特定保健指導のデータの形式 

電子的標準形式により、電子データでの効率的な保存及び送受信を原則とし

ます。 

（２）特定健康診査及び特定保健指導の記録の管理・保存期間 

特定健康診査等のデータは、管理者を定め、電子的標準形式により（青森県

国民健康保険団体連合会に委託し）管理保存することとし、その保存期間は、

特定健診受診の翌年４月１日から５年間とします。 

なお、被保険者が他の保険者の加入者となったときの保存期間は、他の保険

者の加入者となった年度の翌年度の末日とします。 

また、被保険者が他の保険者の加入者となった場合は、当該保険者の求めに

応じて被保険者が提出すべきデータを被保険者に提供します。 

 

 

７ 特定健康診査及び特定保健指導の結果報告 

（１）被保険者への結果報告について 

特定健康診査等の結果は、保険者において整理し、被保険者の求めに応じて

結果を提供します。 

 （２）結果の公表について 

    各年度の特定健康診査受診率及び特定保健指導実施率等については、市のホ

ームページ等で公表します。 
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第第４４章章  個個人人情情報報のの保保護護  

 

１ 基本的考え方 

   医療保険者は、健診・保健指導で得られる健康情報の取扱いについては、「個人

情報の保護に関する法律」（平成 15 年法律第 57 号）及びこれに基づくガイドラ

イン等を踏まえた対応を行う。その際には、受診者の利益を最大限に保証するた

め、個人情報の保護に十分配慮しつつ、効果的・効率的な健診・保健指導を実施

する立場から、収集された個人情報を有効に利用することが必要です。 

  

２ 具体的な個人情報の保護 

個人情報の取扱いに関しては、個人情報保護法に基づく「国民健康保険組合等

における個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン」及び「青森市個人情報

保護条例」に基づいて行います。 

   特定健康診査・特定保健指導を外部に委託する際は、個人情報の厳重な管理や、

目的外使用の禁止等を契約書に定めるとともに、委託先の契約遵守状況を管理し

ます。 

 

３ 守秘義務規定 

   ○国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号） 

    第百二十条の二 保険者の役員若しくは職員又はこれらの職にあった者が、

正当な理由なしに、国民健康保険事業に関して職務上知得

した秘密を漏らしたときは、一年以下の懲役又は百万円以

下の罰金に処する。 

 ○高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号） 

    第三十条    第 28 条の規定により保険者が特定健康診査等の実施の委

託を受けた者（その者が法人である場合はその役員）若し

くはその職員又はこれらの者であった者は、その実施に関

して知り得た個人の秘密を正当な理由がなく漏らしてはな

らない。 

    第百六十七条  第三十条の規定に違反して秘密を漏らした者は、一年以下

の懲役又は百万円以下の罰金に処する。 

   ○青森市個人情報保護条例（平成 1７年条例第２７号） 

    第七条     個人情報の取扱いに従事する実施機関の職員若しくは職員

であった者又は前条第二項の受託業務に従事している者若

しくは従事していた者は、その業務に関して知り得た個人

情報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使

用してはならない。 
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第第５５章章  公公表表・・周周知知  

 

１ 特定健康診査等実施計画の公表 

  国民健康保険被保険者にかかる特定健康診査等実施計画を定めたとき、またはこ

れを変更したときは、速やかに市の広報紙、ホームページへの掲載等により公表し

ます。 

 

２ 特定健康診査等を実施する趣旨の普及啓発及び受診勧奨 

  特定健康診査等を実施する趣旨の普及啓発を行い、特定健康診査及び特定保健指

導を多くの方に受診していただくため、様々な受診勧奨を実施します。 

 

（１）特定健康診査受診券・特定保健指導利用券の個別通知による受診勧奨 

特定健康診査受診券・特定保健指導利用券を対象者全員に対して個別通知す

ることで周知を図るとともに、同封する案内チラシにより、受診勧奨を推進し

ます。 

 

（２）住民組織等の活用 

町会回覧板を活用した案内チラシの回覧や商店街への訪問活動による受診勧

奨を推進します。 

 

（３）特定健康診査等実施機関との連携 

特定健康診査及び特定保健指導の実施機関における「かかりつけ医」による

積極的な受診勧奨を推進します。 

 

（４）特定健康診査の未受診者及び特定保健指導の未利用者に対する個別通知及び

電話による受診勧奨 

   未受診者・未利用者に対して、受診勧奨ハガキ等の個別送付や戸別の訪問活

動を行うほか、電話による未受診者・未利用者勧奨を推進します。 

   また、電話による受診勧奨では、効果的な受診勧奨の実施に向けて、未受診

理由の把握に努めます。 

 

（５）マスメディア等の活用 

広報紙のほか、ホームページやテレビ・ラジオを活用し、周知・案内すると

ともに、受診勧奨を推進します。 

 

（６）イベント等の機会活用 

各種イベント等の機会を活用した受診勧奨を推進します。 

 

（７）健康増進事業等を通じた普及・啓発 

各種がん検診等の受診勧奨や受診機会を捉え、パンフレットなどを活用した

特定健康診査等の実施について周知を図ります。 
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また、医師会と共催する健康教室・健康相談や保健師・栄養士による地域・

団体等を対象とする出張健康教室の機会を通じ、特定健康診査及び特定保健指

導の重要性と実施・利用の促進に向けた普及・啓発を推進します。 

 

（８）地域の健康づくり活動等との連携を通じた普及・啓発 

食生活改善推進委員会による活動や地域で市民が主体的に取組む健康づくり

活動等と連携し、特定健康診査及び特定保健指導の実施や受診に向けた普及・

啓発を推進します。 

 

  実施した普及啓発及び受診勧奨については、効果の検証を行い、特定健康診査等

の実施率向上に効果のある受診勧奨を拡大して実施するなど、積極的に取組みます。 

また、新たな普及啓発方法及び受診勧奨を検討するため、他都市の取組みについ

て調査を行い参考にするなど、受診率向上につなげます。 

 

  

第第６６章章  評評価価・・見見直直しし  

 

特定健康診査等実施計画に基づく実施状況については、評価・検討の上、必要に

応じて見直しを行うこととし、検討結果については、青森市国民健康保険運営協議

会に報告します。 

 

１ 評価の内容 

評価は、「特定健康診査・特定保健指導」の成果について評価を行い、有病者や予

備群の数、生活習慣病関連の医療費の推移などで最終的評価をします。しかし、そ

の成果が数値データとして現れるのは数年後になることから、短期間で評価できる

健康診査結果や生活習慣の改善状況などの以下の項目について評価を行います。 

  

（１）実施体制の評価 

    特定保健指導に従事する職員の体制、実施に係る予算、他機関との連携体制、

社会資源の活用状況 

 

（２）特定保健指導の評価 

    特定保健指導の実施過程、すなわち情報収集、アセスメント、問題の分析、

目標の設定、指導手段（コミュニケーションの手法、教材等を含む）、特定保健

指導実施者の態度、記録状況、対象者の満足度、肥満度や血液検査等の健診結

果の変化 

 

（３）事業実施量の評価 

    特定健康診査受診率、特定保健指導実施率、特定保健指導の継続率 
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（４）最終的結果の評価 

    糖尿病等の有病者・予備群、死亡率、医療費の変化 

 

２ 評価の実施責任者 

特定保健指導の評価は、特定保健指導実施者（委託事業者を含む）及び医療保険

者が評価の実施責任者となります。 

  総合的最終評価については、特定健康診査及び特定保健指導の成果として、対象

者全体における生活習慣病対策の評価（有病率、医療費等）を行うものであること

から、医療保険者が実施責任者となります。 

  なお、保険運営の健全化の観点から、青森市国民健康保険運営協議会に毎年進捗

状況を報告し、状況に応じて特定健康診査等実施計画を見直すこととします。 

 

 

 

第第７７章章  そそのの他他（（他他のの保保健健事事業業ととのの連連携携））    

 

１ がん検診等との連携 

胃がん、大腸がん、肺がん、子宮がん、乳がん検診等の各種がん検診を特定健

康診査と同時実施することにより、本市における主要な死因である悪性新生物（が

ん）、心疾患、脳血管疾患等の疾病の早期発見・早期治療が期待出来ることから、

今後も引き続き、同時実施できる受診しやすい環境の整備に努めるほか、がん検

診と特定健康診査による疾病予防の必要性について、周知・啓発を図っていきま

す。 

 

２ 国民健康保険訪問保健指導との連携 

循環器系疾患、内分泌代謝性疾患等に罹患している重複受診・頻回受診者を対

象に保健師等が訪問し、適正受診の啓発及び食生活や寝たきり予防等の生活指導

を行った際に、特定健康診査のほか、国保一日人間ドック及び脳ドックの受診勧

奨に努めます。 
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様様式式集集  

様式１ 特定健康診査受診券 
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様式２－１ 特定保健指導利用券（表面） 
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様式２－２ 特定保健指導利用券（裏面） 

 

 
 

 

 

 

 

 

 


